
Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

雇用の創出と就業

支援の推進

・多様な働き方就労支援

・就職相談

ハローワーク相談者の就職者

数：約600名

561名

ふるさとハローワークは県内５ヶ所

の公共職業安定所の機能を拡充す

る目的で、平成20年10月より本庁玄

関横にて稼働開始しているが、平成

27年度の実績は以下のとおりとなっ

ている。

検索機利用件数：17,798件

・相談件数：5,921件（うち宜野湾市

民：4,797件）

・紹介件数：3,203件（〃：2,538件）

・就職件数：711件（〃：561件）

順調に取り組んでいる。
Ｂ

職業紹介による就職率は上昇傾

向にあり、就業機会の創出が図

られた。

今後も継続してホームペー

ジ、市報で周知を行う。

・産業政策課

企業が求める人材

育成の推進

・教育機関と連携した就職意識の向上促進

・高度な技術を有したＩＴ人材の育成支援

・企業の成長を担う人材の育成

・中小企業の若手社員の支援

・学生向けビジネスマナー基礎教育の支援

就業体験受講者数：約2,100名 680名

・グッジョブスクール（小中学生対

象）・・・地域の産業、文化などをテー

マに物づくりのお仕事体験イベント

（講座数　全19体験）

・企業人講話・・・パネルディスカッ

ション形式で、起業に至った経緯や

企業が求める人材像等を話していた

だくと共に来場者と意見交換を行っ

た。

業者選定、開催場所・日時の調整が

２月後半になり、準備期間がなく、イ

ベント周知を十分にできなかったこと

により、達成率32％と低い数値と

なったため、開催日時や場所の調整

及びイベントの周知については、余

裕をもって取り組む必要がある。

Ｃ

様々な職業体験やビジネスの最

前線で活躍している企業人の講

話を聞くことにより、将来の夢、

目標を自ら描き、それに向けて

努力することの原動力になって

いくと考えられる。

今後も継続して事業を実施

していくとともに、事業の準

備期間にゆとりを持ち周知

を強化することで来場者数

の増加を図る。

・産業政策課

働きやすい職場環

境づくりの促進

・休業制度等の普及促進

・地域資源を活用した就業環境整備と情報

の提供

・事業所内保育所の設置

事業所内保育所数：６箇所 ０箇所

・事業所内保育事業認可等の手引き

（自主整備型）を整備。

・企業及び商工会を訪問し、事業説

明を実施するも、平成28年4月1日現

在、地域型保育事業における事業所

内保育事業所の設置なし。

・地域枠の設定が必須であるため、

ニーズの違い（開所日・開所時間な

ど）が生じる。

・運営ノウハウが無く、直営では保育

実施が困難。また、委託方式の場合

は費用が高額になる。

・連携施設の候補となる教育・保育

施設との関わりが無く、確保が困

難。

・保育所の場所や従業員枠の選定

方法の確立が困難。（店舗を多く抱

える小売業等）

Ｂ

商工会や事業者への訪問を行っ

て、実施事業者を募ったが、希

望事業者はいなかった。平成27

年度については整備に関する補

助金がなかったのも理由の一つ

と考えられる。

・今後も事業者へ各種制度

についての説明を継続して

行い制度の活用を図るとと

もに、連携施設確保につい

ては、企業の要望に応じて

協力を行う。

・「企業主導型保育事業

（国）」展開の可能性を考慮

して、目標値の修正を検討

する。

・「保育士のための保育施

設」という位置付けの認可

保育所等の設置を想定し、

説明等を行っていく。

・産業政策課

・こども企画課

②

人材が活躍

できる産業

の育成・充

実

地域の特性を活か

した商店街づくりの

促進

・商店街活性化に向けた取組み

・魅力的な商店街・商店づくりの推進

・商店街を担う人材育成

空き店舗対策補助事業による

空き店舗活用事業者の市内定

着率：60％

57.8％

市内空き店舗を活用して事業を開始

する事業者に家賃補助を行い、１５

件の空き店舗を解消した。

・対象地域が市内全域となっている

ため、空き店舗物件の状況把握や

空き店舗率や解消率等の目標設定

が困難

・空き店舗を活用して事業を開始す

る事業者のビジネスモデルや事業計

画等の精査が不十分

・補助実施後のアフターフォローが困

難（経営の持続化を図り、再空き店

舗化を防ぐための経営相談等）

Ｂ

空き店舗を活用した事業者の市

内定着率は目標達成に向け順

調に推移しているが、空き店舗

の解消を図りつつ、空き店舗化

を防ぐ取り組み（経営相談や資

金調達の円滑化等）が必要とな

る。

平成28年度より市商工会に

事業を委託し、商工会の経

営指導員の専門性やノウ

ハウを活用し、事業開始時

期の事業計画の精査、資

金調達の円滑化を図り、空

き店舗を活用して事業を開

始する事業者の経営の安

定化と、経営相談、広告戦

略等のアフターフォローに

よる事業の継続化を図る。

・産業政策課

Do（実行）

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

基本目標基本目標基本目標基本目標① ① ① ① 魅力魅力魅力魅力あるあるあるある人材人材人材人材とととと産業産業産業産業をををを育成育成育成育成しししし安定安定安定安定したしたしたした雇用雇用雇用雇用をををを創出創出創出創出するするするする　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　有効求人倍率：毎年度の増加をめざす　　　　　◆ 平成２７年度 実績値 ： ０．９０倍 （平成２６年度 実績値：０．６２倍）

Check（評価）

所管部署

基本的方向

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

Plan（計画）

魅力ある人

材育成モデ

ルの確立

①
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Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

Do（実行）

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

基本目標基本目標基本目標基本目標① ① ① ① 魅力魅力魅力魅力あるあるあるある人材人材人材人材とととと産業産業産業産業をををを育成育成育成育成しししし安定安定安定安定したしたしたした雇用雇用雇用雇用をををを創出創出創出創出するするするする　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　有効求人倍率：毎年度の増加をめざす　　　　　◆ 平成２７年度 実績値 ： ０．９０倍 （平成２６年度 実績値：０．６２倍）

Check（評価）

所管部署

基本的方向

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

Plan（計画）

宜野湾ベイサイド情報センター

における創業者支援数：30件

４件

平成27年５月に「宜野湾市創業支援

事業計画」を策定し、宜野湾ベイサ

イド情報センターにおいて、IT関連事

業の創業者を対象に「ワンストップ相

談窓口」と「インキュベーションオフィ

ス」を開設し創業支援を行った。

・創業支援事業の周知による創業者

の掘り起こし

・宜野湾ベイサイド情報センターのイ

ンキュベーションオフィスの活用促進

Ｃ

ワンストップ相談窓口・インキュ

ベーションオフィスを開設するこ

とで、ＩＴ関連事業の創業者を支

援することができた。

宜野湾ベイサイド情報セン

ターのインキュベーションオ

フィスは、入居スペースに

余裕があるため、周知を拡

大し利用促進を図る。ま

た、今後は指定管理者や

創業者支援機関（商工会や

琉球大学等）と連携した取

り組みが必要となる。

情報通信関連産業振興地域

制度の活用事業所数：５件以

上

７件

情報通信関連産業振興地域制度の

活用促進のため、市報等に制度概

要等を掲載し活用を周知した。

順調に取り組んでいる。
Ａ

地域制度の周知により目標が達

成された。

情報通信関連産業振興地

域制度の活用を更に促す

ため、今後も周知拡大に努

める。

都市型農業・漁業

の促進

・農水産業を担う人材の育成

・経営安定化への支援

・地産地消の促進

農業（田いも）体験団体数：７件 ９件

嘉数・宜野湾・真志喜・普天間の４中

学校（６月実施）、宜野湾・普天間・普

天間第二・長田の４小学校（１０月実

施）、西原小学校（１０月実施）の計９

団体（市外１団体含む）において農

業体験を実施した。

認知度も高く、市外からの問い合わ

せもある状況のため、今後は農業

（田いも）体験受入農家の確保が必

要になると思われる。

Ａ

ＪＡ、生産組合等の協力により目

標が達成された。

ＪＡ、生産組合等の協力の

もと、今後も継続して取り組

んでいく。

・観光農水課

中小企業等の活性

化の促進

・中小企業等の活性化と経営基盤強化への

支援

・宜野湾市中小企業振興会議の開催

小口融資制度の利用件数：10

件

９件

宜野湾市小口資金融資や県小規模

企業対策資金、セーフティネット保証

（国）の各種融資制度を実施し、中小

企業等の運転資金や設備資金の資

金繰りの円滑化を図り、経営基盤の

強化を図った。

小口資金融資については、融資可

能額にまだ余裕があるため更なる活

用を促す必要がある。

Ｂ

資金調達の円滑化による経営支

援が行えた。

小口資金融資等、各種融

資制度の利用拡大を図る

ため、周知強化に努める。

・産業政策課

ワンストップ相談窓口を活用し

た支援による新規創業者数：

45件

27件

平成27年５月に「宜野湾市創業支援

事業計画」を策定。

宜野湾ベイサイド情報センターでは

IT関連事業の創業者を対象に、市商

工会ではIT関連事業以外の創業者

を対象に「ワンストップ相談窓口」を

開設し創業支援を行った。

利用率向上のため周知を強化する

必要がある。

Ｂ

創業に関する「ワンストップ相談

窓口」の設置により、潜在的な起

業家の掘り起しが図られた。

創業支援の充実させ、新た

な可能性を秘めた起業家

が集まり、新たな産業が創

出されることで、新たな雇

用の創出や経済の新陳代

謝、経済の活性化を図る。

また、今後も市商工会や宜

野湾ベイサイド情報セン

ター指定管理者と連携し、

利用率向上のため周知を

強化する。

・産業政策課

産業高度化・事業革新促進地

域制度の活用事業所数：１件

以上

１件

産業高度化・事業革新促進地域制

度の活用促進のため、市報等に制

度概要等を掲載し活用を周知した。

順調に取り組んでいる。
Ａ

効果的な地域制度の周知により

目標が達成された。。

産業高度化・事業革新促進

地域制度の活用を更に促

すため、今後も周知拡大に

努める。

人材が活躍

できる産業

の育成・充

実

②

・産業政策課

・ＩＴ関連産業の創業支援

・情報通信関連産業振興地域制度の活用

促進

・情報通信産業施設の設立の検討

・創業者支援ワンストップ相談窓口の活用

促進

・創業環境等の支援

・産業高度化・事業革新促進地域制度の活

用促進

・企業誘致のための情報提供・支援

産業の創出に向け

た各種支援

情報通信関連事業

所への支援
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Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

魅力ある地域資源

の創出・活用

・多彩なイベント等の振興

・民間活力を活かした観光資源の有効活用

はごろも祭り来場者数：145,000

人以上

140,000人

平成27年８月８日（土）・９日（日）の２

日間、宜野湾海浜公園多目的広場

を中心に開催。

・駐車場不足の解消。

・交通渋滞、違法駐車等について関

係機関と連携し対策を講ずる必要が

ある。

Ｂ

２日間において24のプログラムイ

ベントを実施した。メインイベント

である「カチャーシー大会」では、

団体23チーム、個人49人の参加

者があり、市民の英知と活力を

集結し、地域活性化及び観光振

興に寄与することができた。

今後も各種関係機関との

連携し、駐車場不足の解消

や公共交通機関利用の促

進、イベントの充実に取組

み、来場者の増加を図る。

・観光農水課

観光情報の発信及

び関連団体との連

携強化

・観光ガイドマップの作成

・ＨＰでの観光情報の発信・充実

・西海岸エリアにおける各種団体・企業との

連携体制の充実

多言語対応観光ガイドマップの

発行部数：1,000冊

未実施

当初、現状あるガイドマップを多言語

化し、発行する予定であったが、新

規にガイドマップ作成に関する課題

等が委員会や協議会の場であがっ

たことから、内容も充実したガイド

マップ作成するため、今年度未実

施。

各関係団体と連携を図り、観光ガイ

ドマップの作成に取りかかる必要が

ある。

Ｄ

・沖縄観光コンベンションビュー

ロー各種委員会（全３回）・・・情

報企画ワーキング委員会参加。

・宜野湾コンベンションエリア連

携会議（年６回）・・・今年度の課

題としてエリアガイドマップの作

成。

各種委員会や協議会等で

情報収集し、関係団体と連

携の上、より良いガイドマッ

プの作成を図る。

・観光農水課

②

スポーツコ

ンベンション

の振興によ

る交流機会

の創出

各種スポーツキャ

ンプ・大会の誘致・

受入態勢の強化

・各種スポーツキャンプ・大会の誘致・開催

支援

・県内自治体及びスポーツ関連団体等との

連携体制の充実

・トップアスリートによるスポーツ教室の開催

支援

スポーツキャンプ・大会開催に

よる来場者数：27,000人

26,700人

プロ野球キャンプ受け入れにおける

取組み

・横浜DeNAベイスターズグリーンコ

ミュニティー事業の実施・・・横浜

DeNAベイスターズ宜野湾春季キャ

ンプに伴い球団関係者や監督・選手

並びに来場者を気持ちよく迎えるた

め、野球場を中心とした海浜公園を

南国沖縄の花で埋め尽くし、美ら島

沖縄を全国へ発信することを目的

に、宜野湾市はごろも緑化会の協力

の下実施した。（沖縄県緑化推進委

員会より花苗3,000鉢を含め13,000鉢

の植栽）

認知度向上に向けたPR強化及び市

内関係団体との協力による事業の

実施。

Ｂ

各取組みによりプロ野球キャン

プを受け入れることで、本市入域

者数の増加につながり、地域の

賑わい創出が図られた。

キャンプ期間中における来

場者の増加に向け、各種関

係団体との連携を密にし、

PRの強化を行う。

・観光農水課

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

基本目標基本目標基本目標基本目標② ② ② ② 観光観光観光観光・コンベンションで・コンベンションで・コンベンションで・コンベンションで多様多様多様多様なななな人人人人とのとのとのとの出会出会出会出会いといといといと交流交流交流交流をををを促進促進促進促進するするするする　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　西海岸地域入域者数：３９０万人　　　　　◆ Ｈ２７ 実績値 ： ２５４万人

基本的方向

①

地域資源を

活かした観

光・交流の

促進

Plan（計画） Check（評価）

所管部署

Do（実行）

－ 3 －



Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

乳幼児期の保育・

教育の充実

・幼稚園教諭及び保育士確保の推進

・２年保育・３年保育の推進

・認定こども園への移行促進等

・通常保育の充実

・地域型保育事業の促進

待機児童：０人 172人

待機児童の解消に向け、認可保育

園の創設・施設整備の支援や認可

化移行支援等を実施した。また、平

成28年4月1日現在、小規模保育事

業３園(定員合計56人)が開所してい

る。

・待機児童の完全な解消に至ってお

らず、更なる施設整備及び保育士の

確保が必要。

・地域型保育事業については、計画

数には至っていないが、多くの相談

を受けている状況。

Ｂ

施設整備を行った結果、待機児

童の減少に繋がっている。

年齢・地区などを考慮して、

地域ニーズに対応した施設

整備を行う。

・こども企画課

・指導課

ファミリーサポートセンターにお

ける保育サポーター数：177人

152人

【内訳】

まかせて会員：81人

どっちも会員：71人

※おねがい会員：1,180人

保育サポート養成講座実施を実施
Ｂ

ファミリーサポートセンターにお

ける保育サポーターの確保に向

けて、平成27年度も保育サポー

ト養成講座を実施した。平成26

年度から10名増となっている。

一時預かり保育実施箇所数：６

か所

４か所 法人認可保育所４か所で実施
Ｃ

一時預かり保育の充実に向けて

認可保育所に事業実施をお願い

しているところであるが、実施施

設数の増加はなかった。

放課後児童クラブ実施数：38

か所

28か所

放課後児童健全育成事業の推

進・・・市内28か所（公立３、私立25）

で実施。利用児童数1,027人

沖縄県の特徴として民設民営の放

課後児童クラブの参入が進んでいる

が、利用料の低減と環境を含めた質

の向上が課題となっている。

Ｂ

民間の参入により受け皿が拡

大。平成26年度から３か所増加

し、利用児童数も63人増加した。

本市においては、児童セン

ターを整備する際に放課後

児童クラブを併設しており、

平成28年度には長田児童

館に、平成30年度には建替

え予定の大謝名児童館に

設置を行うが、今後は小学

校内へ設置することも視野

に調整をすすめていく。

放課後子ども教室実施数：９か

所

２か所

放課後子ども教室コーディネーター

が中心となって、学校の空きスペー

スを拠点とした居場所づくりの企画

運営を行い、保護者や地域住民の

参画のもと、子どもたちに様々な体

験活動や学習の機会を提供した。

・子どもたちを見守る有償ボランティ

アの確保

・庁内で取組みがみられる「子どもの

居場所づくり」に関わりのある関係各

課と協議を行うなど連携体制の強化

が必要。

Ｃ

小学校9校のうち2校での実施で

はあるが、子どもの居場所をづく

りをとおして、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを中心

に学校・ＰＴＡ・地域との連携が

図られた。また、子どもたちがス

ポーツ、文化、交流活動等、

様々な体験をできる環境づくりに

繋り、さらに異年齢の交流をとお

して年下をいたわり、年上を敬う

姿勢が自然と身についた。

学校現場やＰＴＡの話し合

いなどに出向き、放課後子

ども教室の有用性等につい

て説明し、理解を得られる

よう努めるとともに、ボラン

ティアの確保や実施教室増

を図る。

また、　「放課後児童健全

育成事業」(学童クラブ)と連

携した取組みを推進するた

め、関連部署と情報を共有

する場を作り、連携強化を

図る。

全国学力学習状況調査におけ

る全国平均との差：

小学校 ＋3.0ポイント

中学校 －3.0ポイント

小学校　-0.3ﾎﾟｲﾝﾄ

中学校　-7.7ﾎﾟｲﾝﾄ

中学校における学習支援員の不足。
Ｂ

全国学力・学習状況調査の分析

から着実に成果を上げており、２

８年度は更なる向上が見込まれ

る。

全国平均を上回るよう、取

組を引き続き強化していく。

学校間差を埋めるよう「つ

なぐ・そろえる」取組みを引

き続き行う。

児童英検正答率：

小学校５年生 88点以上

小学校６年生 82点以上

5年　　88.9点

6年　　　84点

ＡＬＴの授業水準をそろえる必要があ

る。

Ａ

英語教育は定着してきており、

目標を達成することができた。

英語教育に関しては、年間

指導計画を見直し、系統性

を強めていく。

・保育課

・生涯学習課

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

基本目標基本目標基本目標基本目標③ ③ ③ ③ 市民市民市民市民のののの希望実現希望実現希望実現希望実現にににに向向向向けけけけ安心安心安心安心してしてしてして結婚結婚結婚結婚・・・・出産出産出産出産・・・・子育子育子育子育てができるてができるてができるてができる環境環境環境環境をををを整整整整えるえるえるえる　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　待機児童数：０人　　　　　◆ Ｈ２７ 実績値 ：１７２人

基本的方向

多彩な子育て支援

サービスの充実

・延長保育事業の継続実施

・一時預かり事業の充実

・幼稚園における預かり保育の継続実施

・地域子育て支援拠点事業の継続実施

・利用者支援事業の継続実施

・ファミリーサポートセンター事業の充実

・病児・病後児保育事業の充実

・給食費助成事業の推進

Plan（計画） Check（評価）

所管部署

・こども企画課

・保育課

・指導課

・学校給食セン

ター

Do（実行）

教育・保育

や子育て支

援の質の向

上と安定的

な供給

①

・指導課

・はごろも学習セン

ター

・青少年サポートセ

ンター

教育環境の充実等

による学力向上の

推進及び支援体制

の充実

・わかる授業の構築

・外国語教育を含めた国際理解教育の充実

・学校のＩＣＴ化の推進

・教職員の指導力の向上

・不登校児への支援体制の充実

子育て支援サービスの実施に当たっ

ては保育士等の有資格者の配置が

必要であり、職員の確保に課題があ

る。

多様な子育て支援サービス

の充実に向けては、民間の

参入を促す必要があり、継

続して事業実施の調整を

行っていく。

また、市が運営主体となり

実施している利用者支援事

業、ファミリーサポートセン

ター事業についても、今後

ますます重要となってくるこ

とから継続して実施し、さら

に子育て支援サービスの

周知についても充実するよ

う取り組んでいきたい。

・幼小中連携事業において、幼小中

一貫した実践項目を設定し、遂行し

た。

・学習支援員を各学校一名配置し、

指導にあたらせた。

・各小学校にJTEとALTを一名ずつ、

各中学校にALTを一名ずつ配置し、

指導にあたらせた。

地域と連携したこど

もの居場所づくり

・児童センターの充実

・児童健全育成巡回事業「じゃんけんぽん」

の継続実施

・放課後児童健全育成事業の推進

・放課後子ども教室推進事業の充実

152人

－ 4 －



Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

基本目標基本目標基本目標基本目標③ ③ ③ ③ 市民市民市民市民のののの希望実現希望実現希望実現希望実現にににに向向向向けけけけ安心安心安心安心してしてしてして結婚結婚結婚結婚・・・・出産出産出産出産・・・・子育子育子育子育てができるてができるてができるてができる環境環境環境環境をををを整整整整えるえるえるえる　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　待機児童数：０人　　　　　◆ Ｈ２７ 実績値 ：１７２人

基本的方向

Plan（計画） Check（評価）

所管部署

Do（実行）

①

教育・保育

や子育て支

援の質の向

上と安定的

な供給

教育環境の充実等

による学力向上の

推進及び支援体制

の充実

・わかる授業の構築

・外国語教育を含めた国際理解教育の充実

・学校のＩＣＴ化の推進

・教職員の指導力の向上

・不登校児への支援体制の充実

支援が必要な児童・生徒（不登

校児）への支援率：100％

支援が必要な児童生徒に

対し各種支援を実施

・小中学校へＳＳＷを配置し、不登校

児童生徒への登校支援、家庭訪問

等の支援を行った。

・第一教育相談室に各中学校区担

当のＳＳＷコ－ディネ－タ－を各１人

ずつ計４人配置し、学校、ＳＳＷと連

携し不登校児童生徒への相談業務

を行い、学校復帰・学級復帰への支

援を行った。

・第二教育相談室においては、子ど

もの教育におけるさまざまな問題、

心理的情緒的不安（心因性）幼児児

童生徒及びその保護者の相談・支

援・指導等を行い、学校・学級への

復帰や学校生活への適応を図るた

めの支援を行った。

・全小中学校へのSSW配置がなされ

ていない。

・ＳＳＷ及びＳＳＷコーディネーター

がが専門的資格を有しておらず、福

祉への繋がり（連携）に課題がある。

・発達の偏り、発達障害、心理的情

緒的不安の幼児児童生徒の相談業

務が増加している。

Ｂ

・学校配置のSSW、第一教育相

談室のSSWアドバイザー、SSW

コーディネーターによる支援によ

り不登校傾向にあった児童生徒

の登校日数の増加、学級復帰、

高校進学へ繋がった。

・第二教育相談室においても、相

談支援や医療機関、市福祉推進

部、児童相談所等と連携を図り

支援することで、通級性の高校

進学に繋がった。

・ＳＳＷにおいては、年数回

の研修を重ね、資質の向上

を図る。

・ＳＳＷアドバイザー、ＳＳＷ

コ－ディネ－タ－ができる

だけ多く学校現場に出向

き、学校、ＳＳＷと連携し学

校復帰・学級復帰へと繋げ

る。

・社会福祉士、臨床心理士

の専門性を活かし、各関連

機関との情報共有、連携体

制の強化を図る。

・指導課

・はごろも学習セン

ター

・青少年サポートセ

ンター

予防接種率（おたふくかぜ）：

90％以上

92.2％

公費によるおたふくかぜ予防接種

対象者数1,212人に対して1,118人の

接種者がおり、接種率は92.2％と

なっている。

順調に取り組んでいる。
Ａ

接種勧奨の通知により目標を達

成売ることができた。

今後も接種率の目標達成

を維持するため勧奨通知

等を継続して行う。

３歳児健康診査受診率：

85％以上

84.7％

妊婦健診14回の公費負担、乳児健

診前期及び後期年12回、１歳半健診

年31回、２歳児歯科健診年10回、３

歳児健診年30回を実施した。

健診において、以前より対象者数が

増加している、適切な月齢での案内

ができていない、会場が混雑してい

る等の状況があるため、開催回数の

増加が必要と思われる。

Ｂ

健診の受診勧奨の方法を工夫し

ており、受診率向上が図られて

いる。

年々受診率が向上している

が、未だ目標値の達成に

至っていないため、受診率

向上にむけて取組んでいる

内容を継続しつつ、新たな

取組みについて検討してい

く。

放課後等デイサービス利用人

数：

330人

230人
Ｂ

児童発達支援事業と放課後デイ

サービスについては、療育部会

や事業所との関係者会議を開催

し、課題解決に向けて協議を続

ける。

日中一時支援利用人数：66人 31人
Ｂ

日中一時支援については、自治

体の独自性が出せることから、

サービス内容、時間帯、単価報

酬等、実情に応じた制度改正に

向けて協議検討していく。

③

子育てしや

すい社会環

境の整備

児童虐待防止に向

けた対策の推進

・育児支援家庭訪問事業の推進

・要保護児童対策地域協議会の充実

・虐待のある家庭等に対する対応の充実

・家庭児童相談室における児童相談の充実

児童福祉支援者研修会におけ

る参加者の意識・知識の向上：

「参考になった」等とする参加

者の割合を90％以上

94.1％

①児童福祉支援者研修会（第1回）

　「児童虐待の現状と地域連携のあ

　り方」

　とても参考になった（51.9％）

　参考になった（42.6％）

　合計：94.5％

②児童福祉支援者研修会（第2回）

　「アタッチメントの正しい理解とその

　応用」

　とても参考になった（49.2％）

　参考になった（44.4％）

　合計：93.6％

　◆割合（①＋②÷２）：94.1％

・市民や関係機関、団体の関心のあ

るテーマ設定及び講師の確保

・研修会及び講演会に関する効果的

な広報の検討

Ａ

毎年第1回の研修会は「児童虐

待の初期対応」と同じテーマを設

定しているが、満足度、関心の

高さがうかがえた。

「児童虐待の初期対応」は

重要なテーマであるため、

次年度以降も継続する必

要がある。

また、KPIは、達成している

が、現状維持ができるよう

引き続き、市民や関係団体

等の関心の高いテーマ設

定を行っていく。

・児童家庭課

②

健やかで切

れ目のない

子どもの成

長支援

親と子の健康の確

保に向けた取組み

の推進

・こども医療費助成の推進

・妊婦健診等健診の推進

・母子健康相談等相談窓口の継続実施

・子どもの予防接種の推進

障がい児・発達面

で支援が必要な子

等への支援の充実

・特別支援教育の充実

・障がい児保育の推進

・児童発達支援事業及び放課後等デイサー

ビス事業の推進

・日中一時支援事業の推進

・相談・情報提供体制及び支援ネットワーク

の充実

・指導課

・保育課

・障がい福祉課

課内専門職と嘱託・委託相談員で構

成する定例会を毎月開催するととも

に、自立支援協議会、療育部会や計

画相談部会で障がい児支援のあり

方について協議、意見交換を図って

きた。

児童発達支援事業所が飽和状態と

なっている他、放課後デイサービス

については人材不足で事業拡大が

困難。日中一時支援については、事

業所からサービス内容と利用時間帯

に要望等があり、継続して協議を

行っている。

支援対象を、就学前・中・後

に分けることで課題と支援

方法を明確にし、教育委員

会等関係機関との共通認

識を図り相談支援を実施す

る。

児童サービスは、今後も増

えていくことが確実であり、

必要量とニーズに対応する

為、既存サービスの拡充と

日中一時支援事業の改

正、ペアトレ事業の開始

等、新たなサービスも導入

する。

・児童家庭課

・健康増進課

－ 5 －



Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

基本目標基本目標基本目標基本目標③ ③ ③ ③ 市民市民市民市民のののの希望実現希望実現希望実現希望実現にににに向向向向けけけけ安心安心安心安心してしてしてして結婚結婚結婚結婚・・・・出産出産出産出産・・・・子育子育子育子育てができるてができるてができるてができる環境環境環境環境をををを整整整整えるえるえるえる　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　待機児童数：０人　　　　　◆ Ｈ２７ 実績値 ：１７２人

基本的方向

Plan（計画） Check（評価）

所管部署

Do（実行）

児童虐待防止に向

けた対策の推進

・育児支援家庭訪問事業の推進

・要保護児童対策地域協議会の充実

・虐待のある家庭等に対する対応の充実

・家庭児童相談室における児童相談の充実

児童虐待防止講演会及び子育

て支援講演会における参加者

の意識・知識の向上：

「参考になった」等とする参加

者の割合を90％以上

91.4％

①児童虐待防止講演会

　「小児医療から見えてくる児童虐待

　の現状」

　とても参考になった（54.0％）

　参考になった（32.0％）

　合計：86.0％

②子育て支援講演会

　「学び合う子育ての秘訣」

　とても参考になった（79.0％）

　参考になった（17.7％）

　合計：96.7％

　◆割合（①＋②÷２）：91.4％

・市民や関係機関、団体の関心のあ

るテーマ設定及び講師の確保

・研修会及び講演会に関する効果的

な広報の検討

Ａ

離婚率の高さや若年妊婦のリス

クなど、虐待の背景については

理解が進んだ。

「児童虐待の初期対応」は

重要なテーマであるため、

次年度以降も継続する必

要がある。

また、KPIは、達成している

が、現状維持ができるよう

引き続き、市民や関係団体

等の関心の高いテーマ設

定を行っていく。

・児童家庭課

ひとり親家庭への

自立支援

・母子及び父子家庭等医療費助成の推進

・母子家庭等日常生活支援事業の利用促

進

・自立支援教育訓練給付金及び高等職業

訓練促進給付金の実施

・母子・父子自立支援プログラム策定による

支援

高等職業訓練給金を受給して

資格を取得した者に占める就

職者の割合：90％以上

２名/２名中（H27年度のみ）

高等職業訓練促進給付金等事

業・・・7名の資格取得を支援（課程内

訳：保育士1名、正看護師５名、美容

師１名）、平成27年度末において２名

（内訳：看護師、保育士）が資格を取

得した。

高等職業訓練促進給付金による資

格取得への支援は、ひとり親の安定

的な収入の確保（自立）のみならず、

子どもの養育環境や進学にも大きく

寄与しており、今後も各種自立支援

策の周知及びひとり親家庭の自立

意欲の醸成が必要。

Ａ

平成27年度は２名の資格取得者

がそれぞれ資格を活かして就職

しており、安定的な収入の確保

に効果を上げている。

平成28年度からは、対象と

なる資格の種類や要件が

緩和されており、同事業の

希望者も増加すると予想す

る。引き続き、資格取得及

び就職に繋げられるよう

個々の状況の精査を行い

ながら、支援を実施してい

く。

・児童家庭課

子どもの貧困対策支援員の

配置：４名以上

実績なし

（H28年度より事業開始）

子どもの居場所づくり：

２か所以上

実績なし

（H28年度より事業開始）

H28年度の事業化に向けた取組

みを進める段階であったためD

評価となっているが、H28年度よ

り各種事業に着手することがで

きた。

・生活福祉課

・学務課

子どもの貧困対策

の推進

・子どもの貧困緊急対策事業の推進

・要保護及び準要保護学用品費援助事業に

よる支援

③

子育てしや

すい社会環

境の整備

体制の構築、国の動向など情報収

集を行い、H28年度の事業化に向け

取り組んだ。

県内の子どもを取り巻く環境が全国

平均に比べ悪いことから、本市にお

いても各種事業を実施し、貧困家庭

への支援策を展開する必要がある。

【平成28年度実施事業】

・子どもの学習支援事業（対象拡充）

・一時生活支援事業

・子どもの貧困対策支援員の配置

・子どもの居場所の運営支援

Ｄ

H28年度より各種事業を展

開し、貧困の連鎖に歯止め

をかけるため、貧困家庭へ

の支援策に取組む。

－ 6 －



Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

①

市民のため

の跡地利用

の推進

駐留軍用地の跡地

利用の推進

・西普天間住宅地区の跡地利用計画の推

進

・普天間飛行場跡地利用計画の検討

普天間飛行場跡地利用計画

（素案）の作成：平成29年度作

成

素案作成に向けた取組み

計画づくりの推進のため、有識者や

地権者で構成する専門部会を設置

し、跡地利用計画内容の具体化に

向けた検討を行った。

基地内の立入調査が認められず、

十分な現況の把握調査ができてい

ないが、文献調査等から考慮すべき

事項や活用すべき資源を洗い出し

計画に反映する作業を実施した。

Ｂ

各分野ごとの検討課題に応じ、

専門部会等を設置したことで、計

画内容の具体化に向けた検討を

行うことができ、跡地利用計画

（素案）作成に向けた取組みが

図れた。

熟度の高い計画づくりを推

進するため、基地内の立入

調査の実現に向け県と連

携し、関係省庁や米軍側と

調整・協議を進める。

・まち未来課

運動習慣者の割合：

男性 40％、女性 35％

運動習慣者の増加に向け

各種教室の実施に取組ん

でいる

・美らがんじゅう体操普及活動

　実施回数：214回

　参加延人数：7,564名

・水中運動教室

　実施回数：30回

　参加延人数：625名

・各種健康教室

　実施回数：21回

　参加延人数：299名

　（ステップアップ教室、ジョギング

　 教室、出前講座）

・美らがんじゅう体操普及活動

①テンポが速いため動作についてい

けない市民へのアプローチが必要。

②ミニデイが火曜日に集中しており、

人員の都合上実施できない場合が

ある。

・水中運動教室・各種運動教室

教室の開催が平日の午前・午後の

為、４０代～５０代前半の若い世代や

男性の参加者が少ない。

Ｂ

平成27年度からは健康づくり推

進員単独での美らがんじゅう体

操の指導を開始し、地域に根ざ

した普及活動に繋がった。また、

各種教室においては、開催時間

の設定や講話・実技指導により、

参加者の増加や意識高揚に繋

がった。

各種健康教室については、

教室の内容を精査しなが

ら、運動・健康に関する情

報を発信し教室終了後も、

『自分の健康は自分で守

る』という認識のもと、継続

的に運動に取組めるよう啓

発、意識づけを図る。

学校体育施設夜間開放におけ

る利用団体数：105団体

102団体

市内小中学校体育施設（運動場・体

育館）を学校教育に支障のない範囲

で市民の利用に供し、市民スポーツ

の普及振興を図ることを目的に実施

した。また、プールの開放について

は、市内小中学校水泳プールを夏休

み期間中市民へ開放し、レクリエー

ションの普及振興を図ることを目的

に実施した。

学校体育施設開放事業のプールの

夜間開放については、利用者の減

少傾向が続いており、費用対効果を

含め今後の事業の継続について検

討する。

Ｂ

学校体育施設開放事業につい

ては、年間を通して一般市民ス

ポーツ及びレクリエーションの活

動の場、子供の遊び場として利

活用され、利用者も前年に比べ

て増加しており、市民スポーツの

普及振興を図られた。

今後も継続して学校体育施

設の開放事業を進めていく

が、平成28年度学校プール

開放事業の中学校の夜間

プール開放については、引

き続き利用者ニーズや費用

対効果など調査・研究す

る。

自主防災組織の新規設立数：

３団体

１団体（合計６団体）

大山区の自主防災組織設立を支援

した。

現在、合計６自治会において自主防

災組織が設置されている。

本市の課題として、自治会ごとの自

主防災組織の設置が理想だが、現

在は西海岸を中心に6団体のみの設

置である。

Ｂ

新たに大山区自主防災会が結

成されたことにより、自主防災力

の向上が図れた。

自主防災組織の結成は、

自治会毎に設置を目標とし

ているため、今後も各自治

会で講演会等をとおして、

自主防災組織の必要性を

伝え、結成に向けて支援す

る。

備蓄食料：２万食 9,600食

地域防災計画に基づき備蓄食糧を

4,000食購入した。

災害時における食糧の備蓄は、本市

だけでなはく、島しょ県である本県の

最大の課題である。（大規模災害が

起こると、那覇空港及び各港湾は数

か月間は機能せず、本土からの人

的・物的支援は受けれないと予想さ

れている。）

Ｂ

目標に向け各年度毎に計画的

に購入できており、いざという時

の備えができた。

地域防災計画に基づく、目

標数（27,639食）の保存食

を年次的に備蓄する。

普通救命講習参加者数：

1,500人/年

1,126人

市民、市内事業所及び市内の団体

を対象に上級救命講習、普通救命

講習、救命入門コース及び応急手当

普及員講習を開催し応急手当の普

及啓発を実施した。

使用資機材（心肺蘇生法訓練人形

等）の不足や、e-ラーニングの未整

備により、市民の要望に十分応えら

れないことがある。

Ｂ

1,000人以上の市民が心肺蘇生

法等の応急手当を身に付けるこ

とができた。目の前で人が倒れ

たとき、救急車が到着するまで

の間に、身近にいる市民（バイス

タンダー）が、適切な応急処置を

迅速に実施することで救命率の

向上に繋がる。

今後も普通救命講習及び

上級救命講習を積極的に

実施し、市民（バイスタン

ダー）による迅速な応急処

置によって「救命の連鎖」に

繋がることを目標に応急手

当の普及啓発に取り組んで

いく。

・健康増進課

・介護長寿課

・生涯学習課

・市民防災室

・警防課

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

基本目標基本目標基本目標基本目標④ ④ ④ ④ 市民市民市民市民がががが健康健康健康健康でででで安心安心安心安心してしてしてして住住住住みみみみ続続続続けられるけられるけられるけられる、、、、時代時代時代時代にににに合合合合ったったったった都市都市都市都市をつくるをつくるをつくるをつくる　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　健康寿命の延伸：男性　７７．５歳、女性　８２歳　　　　　◆ Ｈ２７ 実績値 ：未集計

基本的方向

Plan（計画） Check（評価）

所管部署

Do（実行）

②

全ての市民

が心身とも

にいきいき

と暮らせる

まちづくり

いきいきとした“ひ

と”を育む健康づく

りの推進

・美らがんじゅう体操普及活動

・水中運動教室の開催

・各種健康教室の充実

・シルバーパスポート事業の推進

・学校体育施設開放事業の推進

・総合型地域スポーツクラブへの支援

安全な都市

のくらしをま

もる

③

防災体制の充実と

危機対応力の強化

・地域防災計画の推進

・自主防災組織の育成強化

・避難行動要支援者台帳の整備及び避難

支援体制の整備

・消防団の充実強化

・応急手当の普及啓発

・消防設備等の整備強化
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Action（改善）

具体的施策 具体的な取組

目　標　値　（ K P I ）

H31年度（H32.3月末時点）

実　績　値

H27年度（H28.3月末時点）

H27年度の実施状況 実施上の課題

担当課

評価（※）

評価内容・事業効果 今後の取組み

宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市まち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごとまち・ひと・しごと創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略創生総合戦略　　　　　　　　　　　　平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証平成27年度効果検証シートシートシートシート　（　（　（　（平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点平成28年3月末時点））））

　※「担当課評価」について

　Ａ：目標を達成している　　Ｂ：目標達成に向け、順調に取組んでいる

　Ｃ：目標達成に向け取組んでいるが、一部未着手・改善点・課題等がある　　Ｄ：取組みの実施に向け、検討を進めている

基本目標基本目標基本目標基本目標④ ④ ④ ④ 市民市民市民市民がががが健康健康健康健康でででで安心安心安心安心してしてしてして住住住住みみみみ続続続続けられるけられるけられるけられる、、、、時代時代時代時代にににに合合合合ったったったった都市都市都市都市をつくるをつくるをつくるをつくる　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｈ３１ 数値目標】　健康寿命の延伸：男性　７７．５歳、女性　８２歳　　　　　◆ Ｈ２７ 実績値 ：未集計

基本的方向

Plan（計画） Check（評価）

所管部署

Do（実行）

一人１日あたりのごみ量：

466.5g/人日

503.9ｇ/人日

生ごみ処理機等の購入費補助及び

古紙・空き缶回収への補助、ダン

ボールコンポスト活用の普及啓発を

実施した。

新規転入者、外国人、集合住宅居住

者へごみ分別指導の徹底が必要。

Ｂ

各取組みの実施により、生ごみ

の排出抑制、ごみの資源化の促

進が図られた。

今後も継続して更なるごみ

の減量化に努めるととも

に、集合住宅居住者へごみ

分別の講習会を行う。ま

た、「一般廃棄物処理基本

計画」を地域の実情・ニー

ズに対応した計画書へ改

定する。

再エネ・省エネ設備等の設置

によるCO2削減量：

114.41t-CO2

51.2ｔ－CO2

再エネ・省エネ設備等導入促進支援

及び普及啓発の実施や夏休み子ど

も自然観察会による環境教育に努

めた。

目標達成に向け順調に推移してい

る。

Ｂ

各取組みの実施により、温室効

果ガスの削減と環境保護につい

ての意識啓発が図られた。

更なるCO2削減に向け、再

エネ・省エネ設備の導入促

進支援について、平成28年

度より補助金交付対象設

備を拡充する。

ふくふくで開催する男女共同参

画に関する講座への参加者

数：

800人

563人

・男性の家事・育児等への参加促

進・・・ふくふくで講座を開催。（１回）

・社会制度・慣習等の見直しに向け

た啓発・・・ふくふくで講座を開催。（３

回）

ふくふくで開催する講座への男性参

加者が少ない。（101人：全体の約

21.9％）

Ｂ

ふくふくでの講座開催により、男

女共同参画への意識づくりに繋

がった。また、めぶき・ふくふく施

設への利用促進が図られた。

男性参加者数の増加のた

め、今後も幅広いテーマを

取り上げるとともに、講座開

催においては、効果的な周

知方法を検討していく。

両親学級（こうのとり倶楽部）

への父親の参加率：

38％

50.7％

両親学級（こうのとり倶楽部）への参

加促進・・・母子健康手帳交付時や

ハガキ等で案内。

順調に取り組んでいる。
Ａ

母子健康手帳等の機会を活用

し、両親学級へ父親の参加を促

すことにより、参加率の向上が図

られる。

継続して両親学級への父

親の参加を促していく。

女性の能力発揮促

進と人材育成

・各種講座・講習会の開催及び案内充実

・各種審議会等への女性委員登用促進

・女性団体の活動支援

・女性リーダー育成のための研修機会の確

保

市の附属機関として設置され

ている審議会等の委員に占め

る女性の割合：

40％

35.7％

各種審議会等への女性委員登用促

進・・・女性登用促進要綱において、

①審議会等委員の選任等の際の事

前協議、②毎年4月1日現在の登用

状況調査の2点を義務付けている。

「宜野湾市審議会等委員への女性

登用促進要綱」の各課への周知。

Ｂ

目標達成に向け、各種審議会等

委員の女性の割合も順調に伸び

ている。

「宜野湾市審議会等委員へ

の女性登用促進要綱」の各

課への周知を行い、審議会

委員等への積極的な女性

の登用を継続して促進す

る。

・市民協働推進課

・市民協働推進課

・産業政策課

・環境対策課

⑤

男女がとも

に能力を発

揮するため

の意識と環

境づくり

家庭・地域・職場等

における男女共同

参画の推進

・男性の家事・育児等への参加促進

・社会制度・慣習等の見直しに向けた意識

啓発

・地域連絡会との連携及び支援充実

・ワーク・ライフ・バランスの意識啓発

・企業におけるポジティブ・アクションの取り

組み促進

・庁内における女性登用の推進及び職域の

拡大

④

次世代に誇

れる持続発

展可能な都

市の形成

環境保全と循環型

社会の構築

・ごみの排出抑制と資源化の推進

・「ごみの分け方・出し方（ごみ分別）」の周

知

・再生可能エネルギー利用設備・省エネル

ギー設備等導入促進支援及び普及啓発

・環境教育の推進
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